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［北海道農業経済研究第6巻第 1・2号 1997. 5] 

シンポジウム報告者に対するコメント・討論

I . コメンテイターからのコメント

［柴崎報告に対するコメント］

増田萬考（帯広畜産大学）

柴崎報告は極めて明瞭でありますので、あえて

要約はしなくてよろしいかと思いますけれども、

簡単な要約をしてからコメントをさせていただき

たいと思います。報告では、今回の穀物需給の逼

迫はなぜおこったかという原因を三つに分けてお

ります。ーつめは在庫の減少、二つめは天候等の

要因によったアメリカ、 EU等の減収、そして三

つめとしまして中国が食料の純輸入国になったと

いう点であります。そういう原因によってFAO

等が指針としております在庫率、 17-18%をはる

かに下回ることになったということ、これが一つ

めの報告テーマであります。さらに96年時点での

在庫率は依然として低い伸びで、国際的な穀物需

給はこれからも不安定になるであろうという話が

一点目であります。二点目としまして、国際穀物

需給が将来どうなるであろうかということを、供

給面と需要面の両方からすすめていき、結局のと

ころ価格は上がる可能性があるということ、更に

国際価格の変動も大きくなる可能性があるという

結論を出されているわけであります。

ごらんのように食料が将来どうなるかというこ

とについて、予測の方法はいろいろあるわけです

が、需要側からいえば、基本的には人口はどうな

るのか、経済成長はこれからどうなっていくのか、

或いは消費の動向はどうなるのかといったような

要因をふくめて、需要曲線の動きを推測します。

いっぽう供給のほうとしては資源状態の予知や、

或いは技術革新が将来おこりうるのか、また或い

は農業に対する投資はどうなっていくのだろうか、

そして更に各国における農業政策の変更はどうい

う方向を向いているのか、といったような諸要因

を入れて供給曲線のシフトを考える、ということ

によって供給側か需要側のどちらが大きな影響を

もつかということを決定し、それによって結論を

出すということになるわけですけれども、今回の

報告では基本的には将来の農産物価格は上がると

いうことを指摘しております。このことは重大な

インプリケーションとして、生産性は将来上がら

ないということを示唆している、というように私

は理解します。農産物価格が将来下がるというこ

とは、農産物が過剰になるということだけではな

く、農業の食料生産性が高まるといった側面があ

るわけですが、食料価格が上がるということは甚

本的には生産性が上昇しないこと、つまり反収が

これ以上上がらないということを示している、と
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いうように理解します。このことは報告の「わが

国における農水省の長期見通し」の中にあるよう

に制約のついたシナリオにしたいという考えであ

ろうと思われます。これによりますと価格がおそ

らく二倍になるという長期見通しになっておりま

す。だいたい私の考えでは、いま開発途上国がき

わめて急速に工業化を進めているときであります

ので、食料需給を展望する場合のキーワードとし

ましては、人口がどのように増えていくかという

こと、或いは経済成長によって一人あたりの所得

がどれくらい増えるか、それともう一つは都市化

の問題を考慮する必要があるというように思うわ

けであります。ひとつの例としまして、 30年後の

2025年を想定しますと、だいたい世界人口は85億

人になり、そして人口の75%が開発途上国で生活

していますが、 2025年にはその割合が83%を越え

るという予測もあります。現在のところ開発途上

国の人口の30%が都市で生活していますが、 2025

年には開発途上国のおよそ57%が都市生活者にな

るであろうという推測がなされております。この

ことは都市生活者が10億人から40億人に増えると

いうことを示しております。そうするとアジアで

はだいたい43億人、サハラ以南のアフリカでは約

13億人ということになって、都市で生活する全人

口の割合は67%になるという状況をいっぽうの予

測で頭に入れておきたいと思います。その上で、

従来だされております食料需給のシナリオといい

ますのはおよそ四つぐらいがありますが、それに

からめていくつかの質問をしたいと思います。

まず第一に伝統的なシナリオというべき、国家

主義的、食糧安全保障的な食料需給の考え方があ

ります。これは、あらゆる国は自分の国の食料の

安全保障は自分の国が責任を持つべきであるとい

う考え方で、現在のところ穀物生産はおよそ世界

で19億トンですので、その 1割くらいが貿易量に

出回るだけであろういう考え方であります。そう

しますと、そのような国家食糧安全保障的思想と

いうのは貿易量が限定的であるという考えにたっ

ているわけであります。この考え方を報告者はど

のようにお考えであるかということが一つめの質

問ということになります。二つめの食糧需給のシ

ナリオとしては、非常に楽観的な考え方がありま

す。農業研究をすすめる、普及事業を盛んにする、

灌漑排水の設備投資をする、人的資本を養う、適

正な資源の配分を行う、環境保全に気をつける、

農村インフラストラクチャーにたいして事業効果

的な投資を持続して行う、といったようなことを

やって、技術革新を絶え間なくおしすすめるなら

ば、増大し続ける人口を養うのに十分な食料生産

はでき、いわゆるマルサスの悪夢を吹き飛ばすこ

とが可能であるという見方が一方ではあります。

一つの例としましては、この度出されました国際

農業研究諮問グループの発表しました、スーパー

ライスを取り上げることができるかと思います。

緑の革命によって、米の生産量は 1haあたりた

かだか3トンであったものが、 8トン穫れるよう

になったり、地域によってはそれ以上穫れるよう

になりましたが、そういう技術革新の更にうえを

いくようなスーパーライスの誕生が報告されてお

ります。これによりますと収量は25%増加してい

ると言われておりますので、およそ 1億トンの米

の増産が可能になるであろうという予測が出され

ております。こういう見解は実は農産物価格を下

げる方向に働くのではないか、この点についてど

うお考えかというのが、二つめの質問であります。

三つ目といたしましては悲観論者の考え方があり

ます。有名なワールドウオッチのレスター・プラ

ウンの最近の論文の中で、飼料穀物の消費を抑え

ることだけが世界の経済と政治を安定化させると

いう議論を展開しているわけであります。これが

最も悲観的なシナリオであろうというふうに思わ

れます。報告はだいたいこのラインに沿った報告

ではなかったかと思われますが、私の第3番目の

質問というのは、第四のシナリオと関係しますが、
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先ほど申し上げましたように開発途上国では、都

市住民がさらに増加するという状況をどのように

食糧問題と結びつけて考えるかということであり

ます。先ほど言いましたように60%の人が都市で

生活するようになれば、彼らの全てがデュアリズ

ムが設定してるような工業に雇用吸収されていく

わけではなく、その大半はインフォーマル部門に

吸収されて都市のスラムを形成する心配がありま

す。ということは、彼らは貧困生活を強いられる

ことでありまして、そうすると食料を入手する手

段をもたなくなってしまうということになります。

そうすると、その国では殆どの都市住民の貧困層

に対する食料を供給できなくなり、市場化できる

余剰をもたなくなってしまうのではなかろうかと

いう予測がされます。そういうことになれば、当

然外国から食料を購入しなければならず、それを

するためには外国に対して安い労賃を使った工業

製品を作って大幅な輸出をしなければならないこ

とになり、そうすると現在の貿易量は 2億トンで

とどまっておりますが、これよりもはるかにた＜

さんの穀物貿易量が出てこなければ、都市の貧困

層を養えなくなってしまうという予測も出されて

いるわけであります。そういう考え方について報

告者はどのように考えておられるのかということ

であります。

以上が第一報告に対する質問ならびにコメント

ですが、これに関連して第二報告の緑の革命に対

する評価というものに対しては、いささか意義を

うったえたいというところであります。ご存じの

ように、私は自分の本（『緑の革命の稲• 水・農

民』農林統計協会、 1995)のなかで、緑の革命は

終わったわけではなく、その重要性はさらに引き

続き行われなければならないことであるが、環境

等にも配慮したポスト・グリーンレボリューショ

ンの方策についても同時に準備しなければいけな

いという指摘をしているわけであります。その点

についても第二報告の方にも配慮していただいて、

もう少し議論をふっくらした議論にしていただき

たいと思っております。以上でコメントを終わら

せていただきます。

［酒井報告に対するコメント］

長尾正克（北海道立中央農業試験場）

第二報告の酒井さんの持続的農業をめぐる内外

動向と課題についてコメントしたいと思います。

酒井さんの報告は非常に明解でありまして、グロー

バリゼーション（地球規模）での環境悪化という

ものを背景に、それがもたらした食糧危機という

ものを踏まえながら大きな視点でまとめられたと

思っております。地球環境の悪化の主犯人は私は

主に工業、とりわけ自動車排気ガス等にあるかと

思いますけれども、酒井さんは実は農業も加害者

であるを免れないという立場から論理を構築し、

批判しようとしているわけでありまして、どちら

かといいますとエコロジストの論理が一本、縦軸

に貫かれているものではないかと思います。農業

における大規模化、加工化、市場至上主義等の資

本主義の弊害というものを横軸に据えております、

その横軸の中でアメリカ農業が抱える様々な矛盾、

例えば、非常に高エネルギー利用型の農業が環境

を破壊しつつあるという側面を抱えつつも、輸出

産業として、なんとか世界の食糧市場を制覇しよ

うという動きとの矛盾が重なってゆき、そういっ

た矛盾がアメリカの中で次第に大きくなりつつあ

ることを指摘しております。それから、 EUにお

ける横軸の地下水の汚染というかたちでの畜産公

害の発生が深刻化し、そういった意味での自然環

境に対する対策ということでCAPの中で環境プ

ログラムというものを設定し、それを推進すると

いう政策によって環境破壊を防ごうとしている。

されにEUでは、地域環境、社会環境という側面

から中山間に対する条件整備等のことも考えてい

るということであります。ある意味におきまして
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は、先ほど増田先生から緑の革命の失敗の局面を

強調するだけでなく成功の局面も含めて、もう少

し議論を膨らませてほしいということでありまし

たが、そのことはアジアにおける緑の革命という

ものが日本にも共通する生産力至上主義がもたら

した側面で、問題が現れてきているのだと捉えた

ほうが良いのかもしれません。少なくとも食糧危

機に対して、ある程度の貢献はあった側面と、そ

れに対するデメリットの部分もかなり出てきてい

るという側面は日本にもあてはまるのではないか

と思っております。日本もそういった意味では問

題を抱えているといいますか、その動きとしまし

ては農薬を大量に散布した結果危険な農産物とい

うものが出現し、消費者側からも有機栽培物を求

める動き、ないしは生産者自身が農薬の被害者と

なる障害が出てきまして、それがひとつの有機的

農業との出会いというかたちで、その矛盾打開の

方向が映し出されたということになっています。

そういうことを、報告の中で特に近代化農業に対

する疑問というかたちで明確に提起しております。

最終的には酒井さんの提言としまして、持続型生

産技術の開発と持続的農業経営に対する支援体制

を考えるということ、つまりデカップリング政策

の一つであるのEU環境プログラムというものを

考えておられるのではないかと思います。例えば

環境に対してはデンマークないしはオランダでは

糞尿処理に関してはコントラクター会社にかなり

の支援を行い、非常に安いコストで糞尿を処理し、

農地に還元しております。そして余分なもの（メ

タンガス）に関しては燃やしてお湯として、地域

に供給するといったようないろんな仕組みがあり

ましたが、そういった意味で環境を守るというこ

とを考えていらっしゃるのだと思っております。

有機農産物について、稀少価値、安全性、質とい

うことを考える消費者がもともと少ないせいか、

手間のかかる割には収益が少ないという側面をもっ

ていますが、それをなんとかカバーしていくよう

な方法というものを政策的に考えていくことが、

産消提携の評価と基準認証制度というものをもう

少し支援するということにつながると思います。

非常に明解でわかりやすい論議になってしまっ

たわけですが、本来これはあまりわかりやすくな

い問題ではないのかと思っております。と言うの

は、唯一の私の質問としましては、酒井さんのご

報告では、持続的農業と有機的農業が同じに聞こ

えてしまうということがあげられます。私の見解

では、それらは同じ次元とにならべるべきではな

いと思います。有機農業とはどのような定義がな

されているかといいますと、かなり明解に農水省

で定義されております。有機農業とは三年間、化

学肥料や農薬を使わない農地で、無農薬、無化学

肥料、つまり合成化学で作られた農薬、肥料を使

わない農業だと明解に定義されているわけであり

ます。それに対して持続的農業というのは私の見

解では、独断と偏見になるかと思いますけれども、

家族経営の適正規模に到達しているものが持続的

な経営ではないかと思っております。ですから適

正規模以下での農業経営の場合、当然規模拡大を

しなければならないという問題があります。問題

は適正規模を越えた規模拡大が、地球環境、自然

環境に大きな負荷をあたえたり、エネルギーを浪

費するというだと私は捉えております。ですから、

環境との共生という時点では、同じ側面をもつの

ですが、私の考えている持続的農業というのは近

代化農法に対する姿勢が少し違っていると思いま

す。持続的農業は完全には近代化農法を否定して

はおりません。むしろそれは、適正規模を越えた

近代化農法に対する批判ということでありまして、

例えばゴールなき規模拡大ということに対しての

批判というものは、まさに家族経営の適正規模を

越えたものとして私は批判しております。よって、

マイペース酪農というものはそれなりに近代化装

備は必要なわけで私自身は肯定しているわけです

けれども、そのうえで私の考え方でいいのかどう
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か、その点を酒井さんはどのようにお考えなのか、

お伺いしたいと思います。

［柳村報告に対するコメント］

矢崎俊治（拓殖大学北海道短期大学）

柳村報告について、ごく簡単にコメントさせて

いただきたいと思います。柳村さんは経営継承の

担い手問題を農業後継者問題にしぼっているわけ

ですが、とりわけ都府県との比較において北海道

の農業後継者問題の中心は、同居後継ぎ確保に基

本的な問題があるということを指摘しているわけ

であります。その要因について三つあげているわ

けですが、第一に“家”意識の希薄性、第二に農

外従事後継ぎの存在を例外的とする労働市場の狭

陰性、第三に農業経営の事業規模の大きさという

ことです。この三つの点を揃えているわけであり

ますが、これらの三つの点というのは、私自身の

意味づけと比べてみて、それについて報告者はど

のように考えているのかということをまずお聞き

したいということであります。それは簡単に言い

ますと、とりわけ北海道において機械化、規模拡

大路線がこれほど徹底していくと、当然離農を含

めた農家減少率がきわめて増加してゆき、そうい

う中で、同居後継ぎ問題は完全に困難になってゆ

くといったような市場の動きが見られるようにな

る。その反面、副次的に規模拡大に伴って同居後

継ぎ確保が形成されているといった構造として私

は理解しているのですが、この点について柳村さ

んはどうお考えになっているのか、ということが

第一の質問点であります。それから次に、とくに

大規模経営における早期就農、経営者交代の分析

を行っているわけですが、その結論として後継者

の就労年齢を早めることによって経営者交代時の

事業規模のリスクも小さくなり、より円滑に浸透

してゆくということを強調しています。逆に後継

者の就労年齢が遅くなるUターン就農者では、経

営交代時のリスクは大きく、不利であるため、よ

り一層、就業前の技術を含めた学習が不可欠であ

るということを述べているわけであります。そう

したこととあわせて、担い手対策の課題として、

そういう内容範囲で21世紀の担い手が見通される

かどうかということが二つ目の質問点であります。

それで、あえて言うとそれで十分なのかどうかと

言うことであります。確かに経営継承の条件的、

或いは体制的整理として資料の12頁の 3に出てい

るのですが、 (1)から農家子弟の就農対策、 (2)就

農後の一時的な規模縮小問題、 (3)の農業法人な

どの集団組織による受け入れ、それから (4)の農

地の集団化を含めた基礎的条件整備、 (5)生活環

境整備と農外就業条件の整備、いずれも私も大切

なことだと思っておりますが、それ以上に大切な

視点が21世紀を展望する場合にあるのではないか

と思います。簡単に言いますと経営継承動機づけ

といいますか、つまり後継者の生きがい、あるい

はその魅力といったものをいかにして創り出して

いくかということが21世紀を展望するうえで重

要になってくる課題ではないかと思うわけであり

ます。例えが悪いのですが、 95年センサスで北海

道分の数値を見ていると、 90年から95年にかけて

専業農家が著しく増加していることがわかります。

例えば施設野菜農業ですと増加率44%を示してい

ます。そしてなおかつ後継ぎ予定者の増加率も

49.7%と伸びているのです。例えばですが、そう

いう動機づけによってこのような増加傾向が現れ

てくる、ということを考えあわせると全国各地の

動向と相互的にまとめて私が述べようとすること

は、結局有畜か或いは集約か、ですがそれを軸に

しつつ消費者に支持される、そういった環境保全

型農業をどうつくっていくのか、そのための支援

体制、これは国なり道なり地方自治体なり、農協

なり地域社会なり、その努力によって中小規模層

を主体にした家族農業経営の特質をいかに発揮さ

せるか、そのことによって若い後継者にも生きが
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いが与えられるのではないか、このことについて

柳村さん、酒井さんを含めてお聞きしたいという

のが二点であります。それから新農政のなかで定

義されている21世紀を展望した場合の個別経営体

および組織経営体というものの位置づけについて

柳村さんはどう考えているかということを三つめ

の質問にしたいと思います。以上です。

II. 討論

［三島座長］午前と午後にわたって、三つの報告

とそれに対するコメントがありましたが、これか

ら4時までディスカッションを行いたいと思いま

す。それでまず議論のとっかかりといたしまして、

先ほどの三人のコメントに対する回答をそれぞれ

お願いしたいと思います。最初に増田先生のコメ

ントに対する回答をお願いします。

［柴崎］増田先生どうもありがとうございました。

私の報告で非常に弱かった開発途上国の問題です

が、現在開発途上国の多くが穀物輸入国ですし、

将来的にもそれが深まるというふうに思われてい

ます。また、開発途上国といっても、非常に発展

している地域と、発展に乗り遅れている地域があ

り、そういう地域間格差が非常に拡大していると

いうことは世界的に大きな問題であり、今後の課

題であると思っておりますけれども、この点は増

田先生にお教えいただきたいと思います。また、

私の報告では、増産の決め手になる単収の伸び率

それ自体は、将来的には低下するであろうという

見方が多いということを紹介したわけですけれど

も、いずれにしても単収をいかに伸ばしていくか

が、供給増大の決め手になるわけです。これは全

世界的な問題でありますから、先進国のみならず、

これから需要が増大すると思われる中国や、その

潜在力があるラテンアメリカなどの国々も含めて、

単収を大いに上げていかなければならない。その

場合には、中国やラテンアメリカ等では何よりも

投資が必要であると思います。投資の効力が発揮

されるにはかなり長い期間かかりますから、将来

的に予測される需給逼迫に関しては、現在投資に

かなり力を入れる必要があるのではないかと思い

ます。

それから将来展望につきましても私の報告で弱

い点でありまして、この点について詳しく説明し

ていただいてありがとうございます。この点につ

きまして、農産物の価格がずっと安いという状態

が今後続くかどうかですが、このことが農業の不

振をもたらしている大きな原因でありますし、様々

な生産資材は価格上昇しているわけですから、実

質的に価格が低下しているという状況を是正した

いというのが、先進国等の大きな悲願になってい

るわけです。その価格が上昇するかどうかという

ことは需給動向によるわけですが、今のような非

常に輸出価格がどんどん低下するという傾向が変

わっていく可能性はかなりあると思います。

次に食糧安保等の関係で貿易が限定されるかど

うかですが、これは具体的には、中国のような大

人口をかかえる国の動向がどうなるか、というこ

とにかかってくる面が大きいと思います。中国の

ような国が少しでも輸入増大になるとすると、世

界的にはその対応にかなり限界があるということ

で、その場合には中国自体である程度の穀物の増

産をしていく必要があるわけですが、中国等の人

口の多い国ではインフラ等の問題がありまして、

貿易が当然限定されざるを得ないというふうに思

います。十分な答えになったかどうかわかりませ

んが、とりあえずこれくらいで終わりたいと思い

ます。

［三島座長］今の回答に関わって、二人方からの

柴崎報告に対する質問が出ていますので、お願い

したいと思います。一人は北大農学部の土井先生

からで、よろしくお願いします。
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［土井（北海道大学）］柴崎先生のレジュメのラテ

ンアメリカ農業に関わるところです。とくにアル

ゼンチンについてまとめておられますが、私なり

に整理いたしますと、アルゼンチンの農業の生産

カ・輸出力の潜在力はきわめて大きくというふう

に書かれていて、ところが現実には、大豆• とう

もろこしにはほとんど肥料は使用されず、小麦で

すら肥料が使用されている面積は半分程度にとど

まっているとあります。また、インフラストラク

チャーについてふれていますが、「現在穀物輸送

の8割がトラック、 2割弱が鉄道によっているが、

道路や鉄道の整備状況は弱く」とあり、さらにこ

れが輸出ということになりますと、「主要な輸出

港であるブエノスアイレスでは、公共のインフラ

ストラクチャーの欠如のために潜在力を発揮でき

ないでいる」となっています。私はこれらのこと

は、現在のアルゼンチンにおいては、ある意味で

は農業者の合理的な対応なのであろうと理解する

わけです。その理由は、肥料価格についてのデー

タが私自身なくて、もし柴崎先生がご存じでした

らお教え願いたいのですが、相対的に農産物価格

に比べて肥料価格が高い、あるいは交易条件に関

しても肥料をさらに増投するだけのインセンティ

ブがないのではないかと思うからです。これは今

日の中国や東南アジアの国々についても、共通に

言えることではないかと思うわけですけど、投入

資材が農産物に比べて相対的に高ければ、このよ

うな生産関数上でいえば左下にとどまるような状

況にあると考えます。その生産関数を緑の革命等

が上にシフトさせてきたわけです。

また中国であっても、将来農産物価格が需給逼

迫の状況において値上がりしていけば、それに対

応してある程度の増産は可能であり、地球規模で

みた場合にはラテンアメリカの農業生産量を増や

していくことは、きわめて重要なことであろうと

思います。その時に、柴崎先生のレジメの前半で

はほんのわずかの投資で生産を増やすことができ

るように書かれており、後半ではインフラストラ

クチャーについては巨額の投資が必要であるとあっ

て、生産力を伸ばしていく手だてとしてはこれを

どういうふうに統一的に理解したらよいのか？

私の関心のあるところであり、データ不足で私自

身が判断を下せないところでもあります。以上で

す。

［柴崎］アルゼンチンのとくにパンパは非常に肥

沃な土地ですし、降雨量も適切ですし、気温も適

切でして、肥料をやらなくてもある程度収量は確

保できるということで、土井先生が指摘しました

ように、高い肥料をやってまで増産するインセン

ティプはなかったというふうに思います。とくに

ァルゼンチンはヨーロッパ向けの輸出でもって持

続してきたわけですが、 CAPの政策によってE

Uが輸入国から輸出国に変わっていくのと同時に、

80年代以降ずっと農業不況や価格低迷が続いて、

ァルゼンチンは農産物市場を確保できなかったた

めに、ますます投資の意欲がなくなったというよ

うなこともあるわけです。もちろん、アルゼンチ

ンの経済自体が安定性を欠いていたために、長期

的な投資をしなかったという面もあると思います。

また現在では、牧草地や永年生飼料作付け地を穀

物（大豆）にかえることが、ほとんど投資を必要と

せずにできると言われています。ただし、もっと

本格的にやろうとした場合は、生産面でもインフ

ラ面でも投資が必要であり、臨時的に対応できる

範囲はかなり限られていると思います。

［三島座長］その次に成蹂大学の本間先生から質

問が出ています。一つは中国の生産や輸入の見通

しについてで、レスター・ブラウン的な悲観論に

対して、もう一つは需要サイドの質問です。もう

少し詳しく本間先生に説明していただきたいと思

います。
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［本間（成践大学）］今日の共通論題・ 21世紀農業

論の課題ということで、 21世紀のどこをみるのか、

100年先をみるのか50年先なのか、あるいは2000

年に入ってすぐなのかという問題がありまして、

今日の話を聞いていますと2000年を越えて、 2010

年とか2020年等、我々が科学的判断ができるよう

な範囲での考え方というものを議論しているので

はないか思います。

今座長の方からちょっと説明していただきまし

たが、まず一点目は中国に対するレスター・プラ

ウン的な悲観論に対して、各地から反論が出てい

ます。ーつは農地の問題です。 10頁を見ていただ

きたいのですが、中国の農地面積が9,500万haと

いうことを前提に柴崎先生は議論をしていました

が、実際問題として 1億2,500万haに増えている

と、これは中国政府も認めているところです。す

なわち、この中国の農地面積自体が統計的にまだ

確定しない、不確実性の多い推定値であり、また、

1億2.500万haという数値試算ももっと多いので

はないか、という推定もあるわけです。そうしま

すとこの意味というのは、中国の単収の数値は、

実際は我々が目にしている単収よりはずっと少な

いのではないか。そうしますと、中国の単収の増

加のポテンシャルは大きいと、その意味でも中国

にはまだ生産余力があるのではないか、という議

論になるのですが、その点をどうお考えなのか聞

きたいと思います。

次はレスター・ブラウンの悲観論に対する反論

ということで、直接柴崎先生にお聞きしていいの

かどうか疑問ですが、一つは中国自身が自給政策

を非常に高い政治的課題・スローガンとして掲げ

ていますので、自給率が大幅に低下する、すなわ

ち2億トンも輸入するということは、中国の穀物

自給率が50%程度まで下がってしまうということ

で、そういうことを政治的に容認できるのかとい

う点です。それからもう一つは、どうやってそれ

を買うのかという外貨政策の問題、さらにはこれ

は長期的には解決されるかもしれませんが、内地

の輸送の整備がなされていない状況にあっては、

それだけ大量の穀物を輸入しても、なかなか地理

的にディストリビューションができないのではな

いかという問題があります。これは中国の関係者・

研究者そのものから出されている反論でもありま

すので、そのあたりの考えを聞かせていただけれ

ばと思います。

それから価格が上昇するか下落するかについて

ですが、これは皆さんがおっしゃっているように

需要と供給に依存するわけで、これも予測するこ

とは非常に難しいわけですが、価格が高騰傾向に

あるということに反論するとすれば別の見方があ

るわけです。人口増加率自体は増えていますけれ

ど、今後15年・ 20年で1.3%くらいまで落ちてき

まして、それに対して穀物生産はFAOの予測で

は年率1.2%となっています。その差を経済成長、

所得の弾力性との関係でどう解釈するかというこ

とになるのですが、アジアあるいは中国の経済成

長が穀物増加•消費増加まをもたらし、したがっ

て人口は下がってくるけれども所得の増加によっ

て需要が増えていくという見方が、今日の柴崎先

生の主旨だったのではないかと思います。

確かに東南アジアや中国の経済成長に伴う需要

増加というのはありますけれども、地球規模でみ

た場合には今後15年・20年のところで言いますと、

サプサハラ諸国はFAOの推計ですと、カロリー

ベースで2,170kcalでとまっており全く回復の見

込みがない、それは所得の増加が全然見込めない

からであると、これは非常にグルーミーな予想で

すが、しかしそれによって穀物価格が安定すると

いう非常に皮肉な結果を予測しています。それか

ら旧社会主義国は食料消費が今後15年やそこらで

は、従来のところまでは回復していかないであろ

うと、そういうネガティブな要素のもとに予測し

ますと、決して穀物生産の増加率を凌駕するよう

な形で需要が増えていくか、という疑問がありま
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す。

それから在庫の問題ですけれども、確かに在庫

水準は低くなっています。よく騒がれております

のはFAOの安全基準、俗に言う17%基準ですが、

これは1974年のデータに出された数値で、その時

の根拠といいますのは12%の流通在庫と、 5%の

備蓄というデータからきているわけです。これを

今日的にみますと、 12%の流通在庫というのはもっ

と少なくていいのではないか、つまりこの数値は

当時の流通技術あるいは輸送手段の問題等から判

断して出てきた数値であり、したがいましてこれ

は、適正在庫は実際17%を切っているのではない

かという見方ができるわけです。なおかつ付け加

えますと、これまでの在庫水準はアメリカに依存

してきたわけで、アメリカの費用で大量の在庫が

賄われてきたわけです。これは地球規模でいえば

アメリカ以外の国が得をしてきたわけですけれど、

地球規模の資源配分ということでいえばやはりお

かしな姿であったわけで、穀物自体が商品である

ということを考えますと、在庫水準そのものは市

場メカニズムの中で最適な量が決まっていくので

はないかというふうに感じております。以上です。

［三島座長］かなり基本的な問題を含む質問です

けれども、お答えいただきたいと思います。

［柴崎］本間先生がおっしゃるように、中国の農

地面積が過小に統計で出ているということは一般

的に言われております。おそらくそれが実態であ

ろうと思います。しかし本間先生がおっしゃった

ように、仮に2,500万ha過小になったとしても、

これは0.4haの規模が0.5haくらいということで、

中国の土地が希少財であるといった実態は大きく

変わらないというふうに思います。ただ過大に単

収が表示されたり、生産量自体がおかしくなって

しまう等の不都合が生じてしまうことは問題であ

ろうと思います。

次に外貨の制約やインフラの不備等のために、

中国の輸入が大きなものにならないということに

関しては、まさにその通りでありまして、現在も

港が非常に混んでいて船待ちを余儀なくされると

いう事態もありますし、鉄道や道路も非常に不備

です。したがって、相当のインフラ整備がなされ

ない限り、大規模な輸入ができないことは明らか

です。また、もし中国自体で穀物の需要が増大す

るとすれば、日本のような 1億人規模と人口規模

が一桁違いますから、中国自体での穀物増産の努

力が必要であると思います。

それから長期的には、確かに価格が下がるとい

う可能性はあると思います。アメリカ等はこのこ

とを非常に懸念しております。過去において何度

も、潜在生産力が非常に強いアメリカが、需給逼

迫によって生産能力を高めると需要がそれよりも

落ちてしまって、—旦高めた生産を縮小するのに

非常に時間がかかるといったことが起こっていま

す。今後もアメリカは増産するでしょうが、それ

に見合って世界的な需要がどの程度になるかが問

題です。生産力の伸びの方が需要の伸びを上回っ

て過剰になるというような事態も十分あり得るの

ではないか、そういうことはEUやアメリカが非

常に心配していることであると思います。

次にFAOの安全在庫水準についてですが、 F

AOの安全在庫自体は非常に検討する必要がある

と思います。しかし、 FAOの安全在庫水準がい

いかどうかは別にしまして、アメリカの在庫は異

常なまでに低くなっています。これが将来どうな

るかはわかりませんが、現時点では経済財として

も非常に低くなっています。これは95年の減産が

予想を上回る大規模なものであったためですが、

このようにアメリカ自体がかなり大規模な減産を

することは、かなり頻繁にみられる現象でありま

して、そういうアメリカの生産の不安定さも非常

に問題であると思います。
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［三島座長］穀物需給の中•長期的な見通しにつ

きましてはいろいろな議論があり、対立する見方

が今紹介されましたが、フロアの方で何か意見が

ございましたら出して下さい。なければ第二報告

に移りたいと思います。第二報告につきましては、

長尾先生のコメントと増田先生のコメントがあり

ますが、それに対する回答をお願いします。

［酒井］それでは各コメンテーターの方々のコメ

ントに対して順番に答えさせていただきたいと思

います。まず増田先生からのコメントでは、緑の

革命の評価についてですが、緑の革命はまだ終わっ

たわけではなく、環境に配慮した工夫もいろいろ

あり、そういうところが不勉強であるという指摘

だったと思います。これにつきましては私も全く

不勉強であると認識しております。しかしながら、

私はこれまで行われた緑の革命というもので、と

りあえず見てみたいと考えておりまして、その点

で緑の革命を評価しますと、確かに収量も増加し

ましたし、一定の役割を果たしてきたと思います。

しかしながら、アジアとくに熱帯地方は大変土壌

がセンシティプといいますか、いたみやすいとい

うことで、技術適用には配慮が必要だろうと考え

ております。それから緑の革命を評価する場合に

は、生産量・収量だけで評価してはいけないので

はないかと思います。例えば、緑の革命で導入さ

れた高収量品種、灌漑、化学肥料、こういったも

のは資本の集約化をもたらしますから、当然貧富

の差の要因ともなってくるわけです。このような

点も含めて、評価する必要があるだろうと考えて

おります。

それから私はこれまでの緑の革命は、カンフル

剤的なものではなかっただろうかと考えておりま

す。例えば私も今回の報告の準備をするために、

ドリンク剤を使用しましたけれど、ドービングと

までは言えないかもしれませんが、そのような側

面もあるのではないかと思います。つまり、日本

でも戦後の食糧難ですとか、現在でも酪農家の負

債を解消するために、高泌乳化等が進められてお

りますが、これは一定の役割を果たしてきたとい

うふうに考えております。しかし、それを慢性化

させるというか続けていくと、基本的な体力を失っ

ていくことにもなりかねない。そうしたことが発展

途上国等で起こってきたのではないかと考えており

ます。ですから今後、環境に配慮した持続的な緑の

革命というものが進められるのであれば、それは大

変評価できることであると考えております。

続きまして長尾先生のコメントに対する回答で

すが、まず第1は持続的農業という言葉と、有機

農業という言葉がきちんと明確に区別されておら

ず、同じように聞こえるというコメントであった

と思います。有機農業という言葉につきましては、

農水省の定義を述べておりましたが、私のとらえ

ている有機農業というのは、農水省の定義とは異

なっております。農水省で定義する際に中心となっ

ているのは、農薬と化学肥料の投入量です。これ

をなくすということで定義しておりますが、私は

必ずしも無農薬•無化学肥料イコール有機農業と

いうふうには考えておりません。日本でこれまで

有機農業を進めてきました日本有機農業研究会、

こういったところの見解とも同じなわけですが、

ちょっと補足をさせていただきたいと思います。

レジュメの6頁を見て下さい。有機農業という

のは基本的に農薬や化学肥料を使わなくてもいい

ように、土づくり等にもとづいてつくっていく、

あるいは作物の健康状態をととのえていくという

ことでありまして、栽培法等に限らないで、例え

ば流通等のあり方も含めた考え方というふうにい

えると思います。有機農業はこれまでの生産•流

通・消費構造の改革運動といわれてきました。こ

の中で、産消提携という言葉を何回か使いました

が、これは有機農業というのは必ずしも現在の経

済体制の中では成り立たない面も持っていますか

ら、それを消費者が直接生産者に所得保障すると
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いう内容のものととらえることができます。それ

で有機農業の内容につきましては、資料の 4枚目

の図7に「生産から消費まで様々な要素を含んだ

生命重視の社会創造」と書かれていますが、こう

いう概念であると私はとらえております。ですか

ら、ヨーロッパやアメリカでは基本的に無農薬・

無化学肥料ですが、これをそのまま日本に適用し

ようとしても、技術的気候的に難しい面がありま

すから、日本なりアジアなりの有機農業というの

も必要だろうと考えております。

次に長尾先生のふたつめのコメントに移りたい

と思います。長尾先生のコメントの中で、適正規

模、家族経営の適正規模を満たすものが持続的な

のではないかというコメントがあったかと思いま

す。経営的な視点から、当然それを越えれば環境

に負荷を与えやすい生産形態になっていくであろ

うと私も思います。そういう面で、例として出さ

れていましたマイペース酪農といったものも、持

続的農業に大変有効といいますか、道を開くもの

と、私自身も考えております。しかしながら、家

族経営の適正規模だけで持続的農業というふうに

は私は考えておりません。さらに、資材投入量、

エネルギー使用量等も含めて考える必要があると

いうふうに考えております。

それから矢崎先生のコメントは、担い手問題を

解決していくためには動機づけ、その担い手に対

する動機づけが必要であると、つまり農業が魅力

を持たなくてはならないという指摘であったと思

います。矢崎先生は消費者に支援される農業をつ

くっていくために中・小規模層に支援してはどう

か、さらに持続的農業についても魅力的農業をつ

くっていくために支援してはどうか、というふう

におっしゃったかと思います。もしそういう解釈

でよろしければ、私もそのように考えております。

もしそういう解釈で間違えであれば、また考えま

すのでご指摘ください。

［三島座長］今のコメントに対する回答に関わっ

て、三人の方から質問が出ておりますが、いずれ

も技術開発に関連した問題だと思いますので、私

の方から紹介しまして、酒井さんに回答していた

だきたいと思います。一つは先ほどの成蹂大学の

本間先生からですが、持続的農業の実現とは生産

性を犠牲にして、すなわち効率性を犠牲にして環境

を守る農業ではなく、生産性を落とさずに環境負荷

の少ない農業を築くことであり、その点からいえば、

技術開発やその取り組みに対する言及が、今日のと

ころは弱かったのではないかという点です。

第二の質問は、地域農業研究所の冨田先生から

で、持続的農業に関連して微生物を利用した有機

資材等のニュービジネスが、公的な試験研究•普

及あるいは規制・基準を経ないまま、生産現場に

安易に持ち込まれている問題。それから、農畜産

物の副産物・残澄•糞尿等の農地への還元を今後

も積極的に図り、環境保全に努める必要があると

いうことで、こうした問題は自然科学分野での論

議であろうが、農業経済学会すなわち社会科学の

立場からも議論していただきたいということです。

それから第三の質問は都築先生からの質問で、

今日の報告は持続的農業の課題を北半球について

一般的によくまとめていますが、できれば農学と

しての課題について話していただきたいというこ

とです。もう少し詳しく都築先生の方から簡単に

主旨を話していただきたいと思います。

［都築利夫（都築商事・フンポルト大学）］報告その

ものはおそらく統計資料や文献等で、北半球につ

いて非常にうまくまとめられていて、大変いい報

告であると考えております。しかし、農業論とい

うことになりますと、この場は農業経済学会とい

ういわゆる農学会ですから、私の立場から言いま

すと、この報告はちょっと表面的な報告になって

いて、本来のいわゆる農学の核心を踏まえた報告

をする必要があったのではないかと思います。と
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りあえず私にはこの報告が農業ジャーナリスティッ

クな報告にきこえ、もう少し農業科学的な報告が

あっていいのではないかと思ったので、このよう

な意見を述べさせてもらいました。

［酒井］まず一点目の持続的農業の定義について

ですが、そもそも持続的農業という言葉は、おそ

らくアメリカの低投入持続型農業から言われてき

たのではないかと思っておりますが、本間先生が

おっしゃられたようにその生産性を犠牲にしない

で、生産性の維持を前提として、環境に負荷を与

えない技術を開発していこうというのが、最初の

考え方であったように思います。そうした定義も

もちろん踏まえた上でですが、今回有機農業です

とか、他のいろいろな呼び方がなされている環境

負荷の少ない、あるいは代替的な用語として適当

な言葉が見つかりませんで、持続的農業という言

葉が農業だけでなく環境等とからめて、一般的に

使われている言葉なので、ここではあえて持続的

農業という言葉を広い意味で使わせていただきま

した。考え方としましては、持続的農業はいろい

ろあるけれども、近代農業に対する最右翼といい

ますか、最も対称の方向に有機農業というものを

位置づけております。

それから有機資材をニュービジネスとして取り

組む動きがあるけれども、これについて公的な規

制が何もなされておらず、問題があるのではない

かという点と、農畜産物の残澄•糞尿等を有効利

用するにはどうすればよいか、ということだった

かと思います。有機資材につきましては問題があ

ると思います。これにつきましては公的な機関で、

本当に有効かどうか検証することや、安全性につ

いて確認するといったことが必要であろうと思い

ます。それで有機資材がいわゆるニュービジネス

としてやっていくという動きについてですが、こ

れまで近代化農業というものが農薬とか化学肥料

に依存してきたように、今後の持続的農業が有機

資材に依存してしまうようでは、問題があるので

はないかと私自身は考えております。しかしなが

ら、農畜産物の残演ですとか農畜産物の処理を有

効に進めていく上で、そういったニュービジネス

を商業ベースでやっていくことも、やはり否定し

きれないところもありまして自分でも悩んでいる

ところです。

次に三点目の都築先生からのコメントですけれ

ども、農学という本質の部分で展開する必要があ

るとおっしゃられたかと思います。私自身まだそ

こまで進められなかったということで、今後の課

題にさせていただきたいと思います。もし農学と

いう点でお教えいただけることがありましたら、

ぜひお願いしたいと思います。

［三島座長］一点目の質問に関してちょっと誤解

しているようですが、持続的農業の定義ではなく

て、生産性を落とさないで環境負荷の少ない農業、

例えばアイガモ農法等について持論を展開してく

ださい。

［酒井］当面必要なのは、環境に負荷を与えない

ということだと思います。それで北海道のクリー

ン農業・環境調和型農業につきましても、現状か

ら一歩進んだ形として、私は評価をしております。

ただ今回のテーマは21世紀農業論の課題でありま

して、そうするとエネルギー消費という点も考慮

に入れないといけないであろうと思いまして、環

境にインパクトを与えるか否かという点だけでな

く、世代間の公平性というようなものも含めた持

続的農業というものが目標になっていくというふ

うに私は考えております。

［三島座長］それから農学との関わりということで

すが、この場は農業経済学会ですからそのことにつ

いてあまりふれすぎますと際限なく議論が続いてし

まいますので、後で個人的に酒井さんに聞いていた
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だきたいと思います。他に第二報告に関してフロア

の方から質問があれば出してください。

［増田］今私のコメントの返事をいただきました

が、酒井さんがおっしゃった、例えば緑の革命は

資本財と対応してましたから、貧富の差が大きく

なったということもあったのではないかという点

についてだけ、お答えしたいと思います。基本的

に酒井さんの議論は1970年代までの議論であり、

その後のことについてはふれていません。つまり、

確かに資本財を補完的投入として使いましたので、

最初は大農がすばやく反応していったということ

ですので、利益は大農の手にほとんどいってしま

いました。しかし、小農が70年代以降すばやくそ

れに適応していったわけです。それから、新しい

品種というのは高収量であるけれども、非感光性

という特徴を持っておりましたので、水さえあれ

ば広域に作付でき、しかも多毛作が可能になると

いうことできわめて労働吸収的な技術だったわけ

です。したがいまして、当時の農村の過剰な人口

を吸収することによりまして、彼らに職の場を与

え、彼らに所得を得る機会を与えたということが

また、農村の平準化につながってくるわけです。

こういう点についてもう少し勉強していただいて、

緑の革命については主張していただきたいと思い

ます。また、所得の分配につきましても、私は自

分の本の中で十分展開しておりますので、それも

参考にしていただければと思います。

［三島座長］どうもありがとうございました。他

に第二報告に関して質問ありませんか。

［長南（北海道大学）］酒井さんの報告ではアメリ

カの生産者数は 3万以上となっていますが、その

実態が見えません。つい最近、 USDAの方とちょっ

と話す機会があったのですが、イメージ的にはウィー

クエンド・ファーマーといいますか、知的水準の

高い人が有機農業等に目を向けてきた、というの

が実態ではないか。しかし最近、カリフォルニア

の大農場で、品種改良によって非常に低投入でつ

くることに成功したニンジン生産の話を聞きまし

た。このように今までと違ったような大きな動き

がアメリカで起こっている、ということを日本の

有機農家はよく知っていまして、これからどうや

ればいいのだろうというのが、今の日本の有機農

業の置かれた事態ではないかと思うわけです。も

しこの担い手に関連して、柳村先生の報告に関連

するかもしれませんが、誰によって担われるのか

ということについて酒井さんがイメージを持って

いましたら、少し話していただきたいと思います。

［酒井］今のはカリフォルニアの例ですけれども、

アメリカの方では低投入ですとか低化学肥料です

とか、そういったものはほとんど有機農産物とし

ては出てきませんので、いわゆる無農薬•無化学

肥料のものだと思います。最近では今おっしゃら

れたように、大農場が有機農業に取り組むという

のが見られるそうです。私自身がまだ文献しかあ

たっていないので、向こうの経営規模等をきちん

と把握しているわけではありませんが、ウィーク

エンド・ファーマーといわれるような人たちが主

体となるという動きになっているとは認識してい

ません。この点につきましてはもう一度確認した

いと思います。

次にそのような持続的農業を誰が担っていくの

かということにつきましては、アメリカ• カリフォ

ルニア州では乾燥した気候のために、水さえあれ

ば容易に有機農業ができるわけで、そういったと

ころと日本の農家が、とりあえず今の条件で競争

してもとても勝てるとは思いません。それで産消

提携が必要であるということになるのです。有機

農業は今のところ、除草を中心に省力化が難しい

状況にありますから、どうしても手がかかる。で

すから、労働集約的な、規模としては小さい層で、
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つまり家族的な経営で担われていくことになるの

ではないかと思います。

［三島座長］ありがとうございました。まだ、第

二報告にかかわっていろいろと議論があると思い

ますが、時間の関係で次は第三報告に対する矢崎

先生のコメントが三点ありましたけれども、それ

に対する回答をお願いしたいと思います。

［柳村］矢崎先生どうもありがとうございました。

矢崎先生からは一言でいえば、機械化・規模拡大

路線をどう考えるのかについて、批判的な観点か

らコメントをいただいたと思います。第一点目は

機械化・規模拡大がこれまで離農を多発させ、さ

らに後継ぎの確保率にも影響したのではないかと

いうお話でした。確かに機械化・規模拡大の過程

で、相当多数の農家が収益をあげておらず負債問

題を抱え、それが後継ぎの確保にも影響を与えて

いることは十分考えられます。ただ私は一応それ

とは別の次元で議論していまして、機械化や規模

拡大は、それを担ってきた経営者の相当の努力に

依存しながら、ここまできたのであろうと思うわ

けです。ところがそれを継承させる代になると十

分な継承システムをもっておらず、とりあえず親

子間で子供に対してある程度の農業教育を施し、

自ら一緒に働きながら次の経営者としてきたわけ

です。それは、いわゆる世襲農業の限界をもって

いるのではないか、つまりそういう後継者となる

に値する資質をもった子供が得られるかどうかは、

経営とは別の次元の話であるわけです。したがい

まして、機械化・規模拡大は離農を多発させたと

同時に、後継ぎの確保率にも影響を与えたのでは

ないかという点については、これら二つのことは

少し違った次元のことではないかと私は考えてお

ります。

二点目は、そういう機械化・規模拡大路線を批

判的にみると、中・小規模あるいは集約化といっ

た方向で、農業の魅力を増すことを考え、これか

らの後継者を考えるべきではないかというお話で

した。私も魅力ある農業には大賛成です。最近注

目される動きとして、従来の新規参入が大型の酪

農中心であったのが、むしろ野菜や小規模畑作等

への新規参入が増えております。そういう点では、

まさしく矢崎先生がおっしゃっているようなこと

が現実にあるというのが実態です。ところがわた

しは事業規模といいましたけれど、これは単に大

面積経営だけではなく、今野菜等を導入してかな

り集約的にやっている農業、これも相当大変な経

営者能力を要求されるような農業になってきてい

ると思います。つまり、さほどキャリアのない人

が短期間に技術や経営の運営方法を習得して、ぅ

まく経営していけるような甘い状況にはなってい

ないのではないかと思います。したがって、基本

的に機械化・規模拡大・大規模農業ということと、

中・小規模で野菜等を加えて集約的にやることと

は、これが後継者の参入障壁を高くしているとい

う点ではほとんど変わりのない話であると思って

います。もちろん資産取得や資産管理の面でそれ

ほどたくさんの農地を必要としない、あるいはそ

れにかかる投資も少なくてすむということであれ

ば、比較的経営者の負担を軽くする要因として考

えられるとは思います。

三点目は私の援護となるようなコメントをいた

だきましてありがとうございました。本当は最後

に申し上げたかったのですが、時間の関係で省い

たところです。

私は先ほど大規模家族経営の継承が、とりあえ

ず伝統的な親子間の継承を強化するという形でし

か対処し得ていない、ということを申しあげたわ

けです。それに対して新政策以降、法人経営やあ

るいは最近では、農業者年金制度の改正とかかわっ

てパートナーシップ経営ということがいわれてい

るが、それに関してどのような考えを持つかとい

う質問だったかと思います。私は農業後継者を確
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保して、それから経営者として養成していくとい

う点に関しては、現在の親と子との間で継承され

ていくというのは、ある意味で安定的なシステム

として機能しているのであろうと思います。これ

に代わる別のシステムを構築することは容易では

ないであろうと思います。

また法人経営についても実態的に多数が家族経

営でありますし、家族経営を超える組合法人や会

社法人においても、構成員の子弟が受け継ぐとい

うようなケースがかなりの部分を占めていると思

われます。現在では親子間の中で法人の継承が行

われているのが実態ではないか、つまり法人が可

能性としてもっている企業的な論理でもって経営

継承が行われているのではなくて、従来通り親子

間の、社会的基盤の上に立ったシステムの中で継

承されているというふうに考えております。これ

は先ほどから申し上げているとおり、従来の親子

間の継承システムに代わる有力な継承システムが

現在ないことからこのようになっているだけで、

やはり大規模な家族経営をどのように継承するの

かということは、親子間の継承以外のシステムを

考えなくてはならないというふうに思っておりま

す。実際にこれが現実化するとすれば、家産の継

承と経営の継承を分けた考え方、つまり経営資産

と経営することは別であるという考え方が出てく

れば、多様な継承の形態が出てくると思います。

しかしそれは非常に難しいであろうと思います。

もし現実化するとすれば、いわゆる条件が悪い中

山間地帯、このようなところではすでにリタイア

した農地が売却できずに、土地を持ったまま離農

する土地持ち非農家がかなり増大しております。

そういった農地がこれから相続にまわるとすると、

パートナーシップ経営や家族経営の枠を超えた法

人経営が本格的に成立する可能性があるのではな

いかと思います。

［三島座長］大変重要なテーマでありますが、こ

の報告につきましてはフロアの方からは質問が出

ていませんが、今この時点で何か質問がありまし

たら出していただきたいと思います。

［小丹枝（帯畜大大学院）］柳村先生がおっしゃっ

た中にすでに答えがあったかもしれませんが、も

う一度聞きたいと思います。ー番最後の、北海道

の条件に適合した就農経路の多様化というところ

の二番目のところで、 30歳代のUターンや新規参

入者でも対応可能な営農形態の創出が必要だろう

とおっしゃっていますが、私は新規参入に関して

はそれほど農業に対する気負いはないのではない

かと思っております。ですから、例えば技術が高

度であるとか、規模が非常に拡大されたものとい

うのを、参入当初から創造しているというのはと

ても考えられないのではないか、むしろ面積は小

さくても、安全な野菜をつくったりとか、独特の

動きを保って解決していると思います。つまり、

対応可能な営農形態は多数がすでに自然に出てき

ているのではないかと思います。問題なのはその

あとで、そのような営農形態が存続可能であるか、

もし存続可能でなければ、どのようにそれを支援

して、地域農業を回復させていくかが問題だと思

います。柳村先生はここのところをどのようにイ

メージしておっしゃっているのかということをう

かがいたいと思います。

［柳村］今ご意見をいただいた小丹枝さんがおっ

しゃるようなホビー農業に近いような、生き方と

しての農業というようなタイプの農業者たちが随

分増えていることは私も認識しております。そう

いう方も北海道農業をやるようになったことはい

いことであると思っておりますし、そういう人た

ちが増えてくれるといいなと考えております。

ただ私か申し上げたのは、要するに経営者能力

ということが非常に強調されるような、あるいは

必要にせまられるような状況になってきた中で、
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新規学卒就農を中心にしたあり方だけで北海道農

業を維持していくことは、かなり不十分であろう

と思います。そういった意味で、新規学卒就農と

は違ったようなものを考えておく必要があると考

えます。ただしそれは小丹枝さんがおっしゃった

ような趣味として、あるいは生き方として農業経

営をするということとは違ったタイプの農業者で

あり、新規学卒就農ということにはならなかった

けれども、本格的に農業経営をやる意思をもっ人

がきちんと定着し、経営が順調にいくようなシス

テムを考えていく必要があると思います。

ところが先ほどの図表の中に示しましたけれど、

やはり新規学卒就農と比べてUターン就農の場合

は、圧倒的に不利になっています。これは社会経

験はあるけれども、準備された就農でない場合が

かなりあるわけです。例えば親が突然亡くなった、

あるいは長男が就農していたけれども途中で逃げ

てしまった、というようなこともまま耳にするわ

けです。急逮兄弟に代わって就農する場合も、か

なりあると思います。ちょっと話題がそれるかも

しれませんが、私の大学にもかなり多くの後継予

定者がいるのですが、毎年数名ですけれども、や

はり父親の具合が悪くなったとか亡くなったため

に、急逮大規模な酪農経営の後を継がざるを得な

いという人がいます。アンケート結果でも家の事

情によって就農したという回答が、農水省の調査

でもだいたいUターンの場合70%、新規学卒就農

の場合65%となっています。要するに家の事情で

就農するという場合がかなり高い。ですから、そ

ういう人たちが準備なしにいきなりプロの農業者

としてやっていかなければならないという問題に

対して、何らかの支援が必要であろうと思います。

［三島座長］他に何か質問ありませんか。

最大となっていますが、これには私は反対したい

と思います。これは非常に個人差がある問題で、

柳村先生のように後継者を育成する大学では、せ

めて30歳代後半くらいというような発想ができな

いだろうかという気がします。

［三島座長］第三報告に関わる議論は終わりにし

て、この後全体を通して何か意見のある方は、お

願いしたいと思います。

［久保（帯広畜産大学）］朝から大変有効な研究報

告と議論をいただいたわけですが、主題が21世紀

農業論の課題ということですので、もう少し幅を

広げてものを考えることはできないだろうかとい

うことについて、いろいろと語らせていただきた

いと思います。

柴崎先生の報告では要するに食べ物、人間が生

活する上で必要な食べ物を中心にして議論をなさ

れていたと思うのですが、やはり農業にはもっと

多面的な機能があるので、食べ物以外のところで

の可能性というものを少し議論いただければ、 21

世紀には農業に対する考え方も変わるのではない

かと思うわけです。というのは、最近は農業の中

にも花というものが相当入ってきて、生活を潤し

ています。また、農業起源の薬というようなもの

もあるわけです。そのような形で、食料以外の面

での活用の道であるとか、あるいは農業に対する

可能性というようなものも、今とは違った形で必

要になってくるのではなかろうか。一種の淡い期

待ですが、農業のルネッサンスという意味では、

そういう農産物や畜産物の廃棄物を活用した、よ

り有効な資源利用という点まで広げることはでき

ないだろうかというこようなことで、ご検討いた

だければと思うわけです。

次は持続的農業ということを論じられた酒井さ

［長南］コメントではなくて意見なのですが6頁 んのレポートに関わるのですが、地球に優しい、

の図2についてです。ここで55歳で経営者能力が あるいは環境に優しい農業というものは、必ずし
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も低投入農業だけに限りません。このことは本間

先生もちょっと話をしていましたが、これは議論

が食べ物に限定していたからそういう話になった

のではないかという気がするわけです。というの

は、世代間の公平性というようなものを重んずる

ような農業のあり方を議論なさるには、やはり現

在の農業というのはかなり化石エネルギーに依存

した形で展開しているというような点も考慮に入

れる必要があると思います。化石エネルギーを節

約することも大切であるし、化石エネルギーに代

替するエネルギーとして生物エネルギーを提供す

るといった分野もあろうかと思うのですが、そう

いった意味で地球に優しいという面であるとか、

環境に優しいというものの考え方には、必ずしも

今までお話をいただいたものだけに限らないと思

います。

そして今、国連大学等によって呼びかけられて

いるゼロ・エミッションという考え方、廃棄物ゼ

ロの行程を創っていくというような可能性という

のが、農業分野にはまだあるのではないかと思う

わけです。そういった意味で、持続的農業という

ようなものを幅広く考えていただいて、生物エネ

ルギーをどのようにつくりだしていくかという面

であるとか、また化石エネルギーを節約していく

というような面も、現在の畜産分野で考えてみま

すと、もうちょっと節約できるものがありそうで

す。というのは先般、帯広畜産大学の農場の成績

を報告していただきましたが、一頭当たり1,500

kgくらいの濃厚飼料を与えていまして、ロボット

搾乳の影響もあると思うのですが、経産牛にして

7,500kg、搾乳牛にすると9,000kg台になっている

という報告をいただきました。一般農家ではだい

たい2,200-2,300kgの餌を使って、 1万k蚊Iく搾っ

ています。つまり、畜産大学農場での成績では、

穀物や濃厚飼料を牛乳に転換する効率は相当高い

わけです。このような新しいノウハウ、新しい技

術を普及することによって、穀物の節約となり、

農業の一つの技術として定着していく可能性もあ

る。そういう意味で、技術的研究の中にも既存の

ノウハウだけでなく、少し幅を広げることによっ

て、可能性がもっと生まれてくるようなものがあ

るように思われます。ですから、食べ物以外の領

域でのものの考え方も議論の中でいくらか付け加

えていただければ、 21世紀農業論としてはさらに

可能性が生まれてくるのではないかと思いまして、

申しあげたしだいであります。

［三島座長］ありがとうございました。時間がき

ましたので、一応これで終わりたいと思いますけ

れど、最後に座長として感想を述べたいと思いま

す。壮大なテーマでしたが、この三つの課題に限

らず、 21世紀に直面する農業問題はたくさんござ

います。今日とりあげました第一の問題でありま

す世界の農産物市場の中•長期的な見通しにつき

ましては、報告の中にありましたような悲観論で

あるとか、あるいは楽観論等いろいろありますが、

いずれも不確定要素を抱えております。アメリカ

が新農政に移行してどれだけ生産力が上がるのか、

生産力が上がれば当然過剰になってきますから価

格が下がる、価格が下がれば生産意欲が低下する

というような不確定な問題があります。中国につ

きましても人口増加の見通し、それから農地や生

産性の見通し、その他アジアや途上国の経済発展

による所得の増大がなされるのかどうか、そうし

た不確定な要素をはらんでおります。

今日の議論の中で一つ欠けていると思うのは、

そうした需要と供給の関係、そのギャップが拡大

することは明らかであると思いますけれど、その

需給ギャップの中で誰が世界の穀物供給を担当し

ているのかというと、貿易面では圧倒的に穀物メ

ジャーというアグリビジネスが大きなシェアを握っ

ているわけです。彼らは決して不足しているとこ

ろに輸出して、そして飢餓をなくすというような

慈善事業で貿易をしているのではないのであって、

-59-



利益があれば輸出をするということで伸びていま

す。そうしたアグリビジネスの動向も今後の穀物

需給をめぐって、非常に重要になってくると思い

ます。

それから第二の持続的農業につきましては、た

ぶんに教科書的な報告でしたが、非常にコンパク

トにまとめられていると思います。しかし、これ

から増大するであろう我が国や世界の需要に、は

たしてそうした生産性の低い有機農業だけで応え

られるかという問題があります。その点ではもっ

と環境に配慮した農業生産のあり方というものを

研究する必要があると思うわけです。

私は長尾先生のコメントの中にありましたマイ

ペース酪農のようなものを大変評価しています。

これはご承知のように現在の近代酪農というもの

が濃厚飼料に依存しながら、効率を重視するとい

う形をとっていますが、それが濃厚飼料価格の高

騰によって影響されるだけでなく、例えば5年使

える乳牛が2年ちょっとで廃牛になるというよう

な、生産資源の非常な無駄づかいを引き起こして

います。それに対してマイペース酪農は、放牧中

心に家族労働力の範囲でもって頭数をできるだけ

抑えて、濃厚飼料を控えて乳牛を長持ちさせると

いう、ある意味で合理的な農業を展開しておりま

す。しかしながら、そうしたマイペース酪農を定

着させるためには政策的支援が必要です。同時に

マイペース酪農というのは生産力が落ちてしまう

わけですから、我が国が必要とする生乳を確保す

るためには、もっとマイペース酪農を行う農家数

を増やさなければならないのであって、そういう

点では小規模の酪農でも経営が維持できるような、

例えば価格保障や所得補償ということも考えなけ

ればならないと思います。

次に第三報告では、不足する農業の担い手を確

保するために何よりも必要なことは、若者に農業

に対する魅力あるいは生き甲斐を与えることであ

るという指摘がありました。近年行政価格は低下

の一途を辿っていますし、農業を進める上では経

済的に魅力がなく、新規学卒就農者もどんどん減

少しているという実態にありますから、今減りつ

つある農業の担い手を確保するためには、農業を

もっと魅力あるものにしていくことが必要であり、

その際価格保障であるとか、所得補償を含めた政

策的措置が必要のように思います。

確かにウルグアイ・ラウンド農業合意では、価

格支持的な農業保護はこれから削減していくとい

うことになりましたが、他方ではヨーロッパでも

アメリカでも、デカップリングのような直接所得

補償が一定の拡がりを見せています。カナダでは

収入保険制度のような助成も現実に行われていま

す。農業というのは価格が変動したからそれに即

座に対応できるというものではなくて、やはり長

期的に生産基盤を維持していくことが必要であっ

て、そのためには数年間あるいは10年間くらい、

どれだけの所得が確保できるかというような見通

しがないと、なかなか後継者は定着しないであろ

うと思います。その点では1999年に予定されてお

りますWTO農業協定の再交渉のなかでは、そう

した農業者に対していかに所得補償の機会を与え、

農業を魅力あるものにしていくのか、あるいは近

代化農業の弊害をどのように是正し農業と環境を

共生させていくのか、そうした視点から日本とし

ても大いに議論を展開していく必要があるように

思います。

以上個人的な感想を加えましたけれども、今日

は3人の報告と 3人のコメント、それから会場の

活発な議論によって、ある程度当初の目的が達成

されたように思います。長時間ありがとうござい

ました。
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